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〈原著論文〉

学童期児童における健全な食生活実践の課題

――肥満及びやせが心身の成長に及ぼす影響を手がかりとして――

菅 原 歩 美

抄 録

児童における食育の重要性が年々強調されつつある。その背景には，肥満者ややせ者の増加と，

それによって起こる心身の健康障害が大人だけでなく児童においても問題となっていることなどが

ある。学童期に，食育を通じて正しい食習慣を身につけることは，児童自身の将来の生活習慣病予

防につながるだけでなく，次世代の健康にも寄与する。食育の方法については，今後エビデンスを

蓄積しながらより有効な方法を見出すことが期待される。さらに，学校・家庭・地域が連携して「家

庭科」の教科学習を通して食育を推進していくことで，児童のより健全な食生活実践につながると

考える。

キーワード； 食育，朝食欠食，肥満，思春期やせ

Ⅰ．序

近年，食育基本法の施行や栄養教諭制度の創設など，学校教育における食育の重要性が強調され

つつある。その背景には，食やライフスタイルの多様化によって，子どもから大人まで，食に関す

る問題やそれによって生ずる心身の健康障害を抱える者が増加していることが挙げられる。食育基

本法の前文に「食育を，生きる上での基本であって，知育，徳育及び体育の基礎となるべきものと

位置付ける」と記されているように，心身の発達が著しい幼児期や学童期に，正しい食の知識・習

慣を身につけることが，生涯にわたる健康の維持増進へとつながる。本稿では，学童期児童におけ

る食生活上の課題とそれによって起こりうる健康障害について概説する。

Ⅱ．児童における朝食欠食の現状

平成 22 年度児童生徒の食生活実態調査
(1)
によると，児童の 90.5％（男子 89.9％，女子 91.1％）
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が朝食を「必ず毎日食べる」と回答しているが，「ほとんど食べない」という児童も 1.5％（男子 1.8％，

女子 1.2％）存在した。平成 19 年度の同調査
(2)
においては，朝食を「必ず毎日食べる」児童は 90.7％

（男子 90.8％，女子 90.8％），「ほとんど食べない」児童が 1.6％（男子 1.6％，女子 1.5％）と状況

はほぼ横ばいである。第１次食育推進基本計画にて掲げた「小学校児童の朝食欠食率を０％にする」

という目標は未だ達成されていない。

児童にとって朝食が果たす役割は大きく，平成 22 年度全国学力・学習状況調査
(3)
及び全国体力・

運動能力，運動習慣等調査
(4)
によると，朝食を毎日食べている児童の方がテストの正答率や体力合

計点でともに高得点であった。また，朝食をほとんど食べない児童の方が「疲れやすい」「イライラ

する」などの不定愁訴を訴える割合が高い。さらに，児童における朝食欠食は，横断研究
(5)
におい

て肥満との関連が指摘されている。一方で，Berkeyらの縦断研究では
(6)
，普通体重児においては朝

食欠食が肥満につながったが，肥満児童における朝食欠食は，総摂取エネルギー量の低下から将来

的な肥満の是正につながったと報告した。しかしながら，前述したように朝食摂取のメリットは児

童の知力・体力・心身の健康の維持増進につながるという側面もあるため，肥満児童においても欠

食で総摂取エネルギー量を低下させるのではなく，食事や嗜好品の内容を見直すことや，運動によっ

て消費エネルギー量を増加させることが必要であると考える。

また，朝食欠食は年齢が上がるにつれて増加する傾向にあり，前述した平成 22 年度児童生徒の食

生活実態調査
(1)
によると，中学生の 13.4％（男子 14.1％，女子 12.7％）が毎日朝食を食べていない

ことが報告された。同年国民健康栄養調査
(7)
においても，調査日に朝食を欠食した者の割合は，7

∼14 歳では男女とも約５％であるのに対し，15∼19歳では約 15％，20∼29歳では約 30％であった

と報告している。児童の親世代に相当する 30 代，40 代においても男性ではそれぞれ朝食欠食率は

27.0％，20.5％，女性ではともに約 15％と高い。つまり，学童期に朝食を食べていたとしても，年

齢が上がるにつれて欠食するようになるということである。ゆえに，学童期にただ「与えられた食

事を食べる」のではなく，「なぜ朝食を摂らなければならないのか」「どうすれば手軽に朝食の準備

ができるのか」を学ぶ必要があり，それによって将来の朝食欠食や，それによって起こりうる健康

障害を未然に防ぐことが可能となりうる。同時に，中高生や親世代に対しても，家庭内で児童を通

して朝食についての啓発を行うことで，朝食欠食率の減少を目指さなくてはならない。

Ⅲ．児童の体型の現状及び親世代との関連

学校保健統計によると，昭和 52 年以降増加し続けていた肥満児童の割合は，平成 15 年頃を境に

減少傾向に転じているものの，平成 24年度の調査では 11歳男児の 10.0％，女児の 8.6％が肥満（性

別・年齢別・身長別標準体重の 120％以上）に該当すると報告している
(8)
。一方で，やせ児童（性別・

年齢別・身長別標準体重の 80％以下）は 11歳男児で 3.4％，女児で 3.1％であるが，男女とも多く
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の年齢でやや増加傾向にある。また，６歳での肥満児童の出現率は男女とも約４％，やせ児童の出

現率は１％未満であることから，学童期の６年間に肥満児童，やせ児童とも倍以上に増加している

ということである。児童は成人と異なり，消費エネルギーを補うだけでなく成長分を考慮した摂取

エネルギーの確保が必要である。活動量にもかなり個人差があることから，栄養管理はより複雑と

なるため，児童と保護者がそれぞれ食事に対する理解を深めていかなくてはならない。

また，幼児・児童の親世代に該当する 20 代∼40 代男性では肥満者が年々増加，20 代女性ではむ

しろやせ者が突出し，30 代女性ではやせ者と肥満者の二極化が見られるというように，成人でも普

通体重を維持している者が減少しつつある
(7)
。特に男性の肥満と女性のやせは深刻な社会問題と

なっており，健康日本 21 や新健康フロンティア戦略など国を挙げて対策に乗り出している。さら

に親の肥満は，その子どもが肥満になる強いリスクファクターとなる
(9)
ことから，大人だけ，子ど

もだけではなく家族単位での食育が必要であると言えよう。

Ⅳ．若い女性のやせと次世代への影響

さらに，若年女性の体型は，本人だけの問題にとどまらない。妊婦の体型が生まれてくる子ども

に与える影響は大きく，妊娠前に肥満であった女性は，分娩時の異常や巨大児（出生体重が 4000 g

以上の児）の出生，胎児死亡のリスクが高くなると言われている。一方で，妊娠前にやせていたり，

妊娠中の体重増加が不十分であったりした女性では，子宮内胎児発育遅延や低出生体重児（出生体

重が 2500 g未満の児）の出生のリスクが高まる。出生体重と将来の２型糖尿病発症リスクは U字

型の傾向を示すとメタアナリシス
(10)
にて報告されており，巨大児であっても低出生体重児であっ

ても将来の生活習慣病発症リスクが高くなる。

特に近年は，低出生体重児において成人後の耐糖能異常や，心血管疾患による死亡率が上昇する

ことなどが明らかとなりつつあり
(11)
低出生体重児の出生率が徐々に上昇している我が国では対策

が急務である。低出生体重児の出現率は，1980 年の５％台から増加し，2006 年の調査では 9.6％と

新生児の約 10 人に１人を占めている。妊娠中の体重増加よりも妊娠前の体重の方が子どもの出生

体重に及ぼす影響がより強いとも報告されている
(12)
ことから，妊娠前のやせ過ぎを未然に防ぎ，妊

娠前から適正な BMIを保持することは，母子の健康を守る上で重要課題となっている。

低出生体重児において成人後の生活習慣病発症リスクが増大するメカニズムとしては，Barker

らによって提唱されてきた「胎生プログラミング説」が有力である
(13)
。胎生プログラミング説とは，

子宮内での発育の臨界期において低栄養環境下に暴露された胎児は，その状態に適合するように代

謝メカニズムがプログラミング（倹約遺伝子発現が有意な体質となる）されるため，出生後に暴露

される栄養量が適切であったとしても過剰とみなされ，生活習慣病などの代謝疾患発症に結びつき

やすい，という説である。もちろん低出生体重児の全員が成人後に生活習慣病を発症するわけでは

学童期児童における健全な食生活実践の課題

― 189 ―



ないが，子宮内環境，すなわち母体のやせは次世代の健康へ強い影響力を持つことが示唆される。

しかしながら，その事実は，残念ながら現在のところまだ広く知られておらず，若年女性に対して

は，出産可能な年齢になる前である学齢期からの啓発活動が求められる。

Ⅴ．学童の肥満と食育

近年，小児であっても，肥満は生活習慣病と関連することが明らかになりつつある。学童の２型

糖尿病発症例は増加傾向にあり，学校検診をもとに発覚した２型糖尿病の発症率は，1970 年代後半

が 10万人あたり 0.4人であったのが，2009 年は 2.2 人となっている
(14)
。

さらに，学童期における肥満，高血圧，高コレステロールもまた動脈硬化促進につながることも

指摘されている
(15)
。学童期の肥満は多くが成人肥満に移行する

(16)
ことから，この時期に肥満を予

防するための知識や生活習慣を身につけておく必要がある。小児適正体格検討委員会では，「学童

期における肥満から生じる代謝障害の多くは無症状であり，それよりはむしろ①皮膚線条，股ズレ

などの皮膚所見，②肥満に起因する骨折や関節障害，③月経異常，④体育の授業などに著しく障害

となる走行，跳躍能力の低下，⑤肥満に起因する不登校，いじめなどを肥満症の基準に組み込んで

いくべきである」と提言している
(17)
。

肥満は，摂取エネルギーが消費エネルギーを上回っている状態が持続することによって起こる。

児童における肥満の原因としては，スナック菓子やジュースといった嗜好品や脂肪過多の食事によ

る摂取エネルギーの増大と，ゲームやインターネットの普及や塾通いによって戸外での活動量低下

といった消費エネルギー低下の両面を有している。これらの問題を各家庭だけで解決するのは難し

く，学校や地域と連携した「食育」を通じて普及啓発していく必要があると考える。

Ⅵ．学童のやせと食育

健やか親子 21 で，「15歳女性の思春期やせ症（神経性食欲不振症）の発症頻度を減らす」と目標

を掲げた。中高生の思春期やせ症の発症頻度は 2009 年時点で 1.0％と，2002 年の 2.3％よりも減少

したが，病気としての思春期やせ症には分類されていないがやせている「不健康やせ」が 2009 年時

点の中学３年で 19.5％と，2002 年の 5.5％に比べて急増している
(18)
。やせている方が良いという風

潮の広まりは依然根強くあるが，自分が肥満していると感じ，やせ願望を持つこと自体が，自己評

価の低下やうつ傾向などの精神的問題と関連する
(19)
ことはあまり知られていない。さらに不必要

または不健康なダイエット行動は，摂食障害などの実際の健康障害と関連することや
(20)
，そのよう

な行動がかえって肥満に結びつきやすいこと
(21)
も明らかであるが，やはり一般に知られていない。

「やせている体型を理想とする」意識には，まずマスメディアの影響が挙げられる。テレビや雑誌
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に出ているモデルの多くはやせすぎであり，米国の調査では雑誌モデルの 70％以上が BMI 18.5 未

満のやせ型であった
(22)
。さらにそのようなファッション雑誌をよく読む女児の方が，そうでない者

と比較して自身の体型への不満が大きくなること，そのことがダイエットなどの摂食行動に影響を

与えることなどもわかっている
(23)
。実際にフィジーでは，テレビ普及後の３年間で，女児の摂食障

害傾向が強まったことが報告されている
(24)
。女児は，6，7歳ですでに細い体型を好むとも言われて

おり
(25)
，メディアに対する働きかけはもちろん，女児本人がメディアリテラシー（氾濫する情報を，

取捨選択して活用する能力）を身につけるよう取り組んでいかなくてはならない。

さらに，母親を始めとする周囲の人々からやせるようプレッシャーを感じることなどが，女児の

やせ願望に影響する
(26)
。現在学齢期女児の母親の多くは 30 代∼40 代であり，自然上昇するはずの

BMIが 10 代後半から 20 代前半に低下するという不自然なやせ傾向が見られた世代であり
(27)
，母親

達自身も前述のようなマスメディアの影響を受けている可能性が高い。著者らが女子中学生とその

母親を対象に，女子中学生の減量経験に関連する因子の検討を行った調査
(28)
では，本人の肥満度や

メディアから受けている影響だけでなく，母親がメディアから受けている影響もまた女子中学生の

減量経験に影響を及ぼしていた（表１）。平均年齢 13.3歳の女子中学生のうち半数に減量経験が

あったことから，小学生のうちから減量を試みた者がいることが推測できる。そうでなくとも，不

必要な減量行動を防ぐためには，学齢期から周囲の人々との関係を含めた多面的な取り組みを要す

る。

Ⅶ．食育に求められる課題

文部科学省は，食育基本計画に基づき学校における「食に関する指導の手引」を公表している
(29)
。

その中で，食に関する指導の目標として表２に示す６項目を挙げている。前述した朝食欠食やそれ

によって起こる肥満，やせといった体型に関する問題は，表２の項目のうち A）∼C）を身につける
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表１ 女子中学生の減量行動に関連する因子（文献28より引用）

目的変数：減量行動 b OR（95％CI） p

本人側の要因 年齢（歳） 0.400 1.49（0.91-2.45） 0.115

肥満度（％） 0.069 1.07（1.02-1.12） 0.003

うつ傾向 0.926 2.52（0.99-6.41） 0.051

メディアからの影響 0.082 1.09（1.04-1.14） 0.001

母親側の要因 メディアからの影響 0.062 1.06（1.00-1.13） 0.035

自己評価 0.159 1.17（1.02-1.35） 0.027

ロジスティック回帰分析（ステップワイズ法）による。

除去された因子：（除去された順）母親の体型認識，母親が理想とする体型，本人が

理想する体型と現実の誤差，母親が理想する体型と現実の誤差，母親のBMI，本人

の体型認識，母親の減量行動，本人の理想とする体型，本人の自己評価



ことによって解決の方向に向かいうる。しかしながら，目標を受けてどのように食育を推進すべき

かについては，指導の方向は示されているものの，具体的には個々の学校や教員によって実施のば

らつきが大きいと言える。食育は基本法が制定されてから約８年と比較的新しい概念であり，現在

のところ日本独自の概念であるため，実施の方法や効果についての科学的な検証が未だ不十分であ

ることが原因であると考えられる。それでも，独自の取り組みで成果を上げつつある自治体なども

あることから，エビデンスを蓄積し今後の発展に期待したい。

Ⅷ．結語

健全な食生活を学童期に身につけることは，児童の健全な成長を促すのみならず，生涯，さらに

は次世代への健康にもつながる。特に学童期における食育は，「与えられる食」から「自分で選択す

る食」へと変化する，「食の自立」を促すものでなくてはならない。すなわち，「家庭科」の教科学

習を通して，喫食習慣の確立や，栄養の知識を踏まえた上での食選択能力の育成が求められる。さ

らに，学童期の肥満ややせは，児童本人が食に対する知識を身につけるだけでなく，家族に対する

アプローチも必要となる。そのためには，児童を取り巻く家庭環境を把握した上で，より良い方向

へ向かうよう教師・栄養教諭・養護教諭や地域社会が一体となって支援できるような仕組みづくり

が期待される。
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表２ 食に関する指導の目標（文献29より引用）

A）食事の重要性，食事の喜び，楽しさを理解する。

B）心身の成長や健康の保持増進の上で望ましい栄養や食事のとり方を理解し，自ら管理していく
能力を身につける。
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ける。
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E）食事のマナーや食事を通じた人間関係形成能力を身につける。

F）各地域の産物，食文化や食にかかわる歴史等を理解し，尊重する心を持つ。
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Methods for inducing proper eating habits in childhood

― Effects of obesity or thinness ―

Ayumi SUGAWARA

Abstract

The importance of Shokuiku (Food Education) has been increasingly stressed recently. This

propulsive movement seems to have arisen partly due to the increase of children who are obese or

thin, and consequently suffering from lifestyle-related diseases. To acquire proper eating habits

through Shokuiku in childhood will contribute to the prevention of lifestyle-related diseases in

adulthood. Especially for females, their weight status will greatly influence the health of any

offspring they might have in the future. However, the methods of Shokuiku have not been

elucidated so far. Therefore, we should promote new studies to collect evidence of Shokuiku.

Key words; Shokuiku, lack of breakfast obesity thinness
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